デンマークの国際商業と「海洋帝国」のかたち by 井上 光子 & Mitsuko Inoue
デンマークの国際商業と 「海洋帝国」 のかたち














捉えられる一方で、 デンマーク ・ ノルウェー連合王国の地政学的条件が導く経済的利
害の交錯が関連づけられる。 すなわち、 バルト海の出入り口の領有権を主張するデン
マークが、 オラ ンダをはじめとする外国商船の航行すべてを管理下におき、 いわゆる
「ズンド(エーアソン) 海峡通行税」 を徴収していたという特殊な事情が、 オラ ンダ
の露骨な外交的、 軍事的介入を招いていた(3)。 さ らにはそのオラ ンダに対し、 ノ ル
ウェー産の船舶資材に頼るイギリスが、 利権確保の危機感を強調するほど、 北欧情勢
は商業帝国らの利害関係を反映する場になっていた(4 )。





本稿では以上のような観点にもとづき、 デンマークの 「海洋帝国」 とはどのように
-21 - 
模索され、 その国家的政策がいかに国際商業の展開と関連づけられるかを検討してい





1 . オッ トー ・ ドッ トとデンマークの重商主義時代
ヨーロ ッパの17、18世紀を考える際、 一般には 「絶対主義」 と冠される君主国家の
生成と、 徹底した保護主義による経済発展を求める 「重商主義」 が、 概念理解の是非
はともかく前提的な要素を占めてきた。 重商主義はイギリスやフラ ンスを例に、 絶対
王政の富国政策の根本を成す共通項のごとき概念としてとらえられる一方、 アダム・ 
スミ スが古典的経済学説において重商主義を批判して以来、 現代に至るまで賛否両論
交えての論争がその理解を極めて困難にしてきた(6)。 スウェーデンの経済 ・ 経済史
学者として著名なへク シヤー が、 包括的で多義的であるゆえ拡散しすぎた概念を統合








ではなく、 オラ ンダやイギリスがもたらす東イ ンド貿易の富や、 何より間近に繰り広
げられるオラ ンダ商人の独占的な商業活動など、 強烈な実例から受けた刺激によって













この新たな商務省で長官の地位に就いたのがオットー ・ ド ットであり、 彼の手によ
る未刊の論文 『商業の現状と成長についての控えめなる考察』(1735年 ) は、 まさに
商務省が着手すべき政策プロ グラ ムを提唱するものであった(9)。 それは当時よ く 見
られた覚え書きの体裁で書かれていたが、 他に抜きんでて包括的、 実践的な内容の書
と して注日されている。
デンマークにおいては1755年に印刷物出版の白由化が始まるまで、 政治 ・ 経済を論
じる出版物は非常に限られていたが、 貴族や官僚らの知識層の間では、 早く から外国
の政治 ・ 経済全般におよぶ思想や法学的解釈が受容されていた('°)。 18世紀前期にそ
うした外国の思想や理論をデンマーク出版界で紹介していたほぼ唯一の著作家は、18 
世紀を代表する文化人、 ホルベア(Ludvig Holberg, 1684-1754年) であった。 喜劇
作家としても著名なホルベアは、 『自然法と人権』(1715年) などの作品で、 いち早く
啓蒙思想にもとづく社会経済の新たな学問分野の礎を築いた。 同著は、 明らかにドイ
ツの法学者プーフェンドルフ(S. v. Pufendorf, 1632-94年) の影響を反映するもの
であるが、 従来よりデンマークの知識人は隣国 ドイツの学説から常に啓発を受けてい
た。 それゆえ、 大西洋側に開かれた統一国家を形成しつつあるイギリス、 フラ ンスの
社会科学と、 領邦国家の分立からなるドイツの社会科学の差違をも含めて、 時代に見
合った思想や理論体系を模索するのがデンマークの常であった。
イギリスやフラ ンスの啓蒙思想は、 直接的に、 またはドイ ツの学界を経由してデン
マークの知識層に広まるが、 デンマークの上層階級が多 く の ドイ ツ人や ドイ ツ系家系
の出身者で構成されることを考えると、 ドイツからの影響はかなり大きいと言える。 
そのため、 社会経済 ・ 国家経済理論に関して ドイ ツで重視されるカメ ラリスムス(官
房学、 カメ ラ学) ('') がデンマークの政策論に及ぼした影響については、 デンマーク
の啓蒙主義国家を研究する上でも以前から重要論点となっていた。 とく に経済分野に
関する著作物は、18世紀中カメ ラ リ スムスの影響を顕著に表すものであった('2)。 さ
らには、 啓蒙主義時代をになうフレゼリク5 世の治世期 (1746 77年) に入ってすぐ
の1747年、 ソー レ ・ アカデミーがホルベアの協力の下に再建されて以来、 カメ ラリ ス
ムスはデンマークにおいて も新たな学問的拠点をも って論じ られるよ う にな った('3)。
オ ッ トー ・ ド ッ トに関しても、 カメ ラリスムスの影響は色濃く認められる。 彼は学
生と して ドイ ツのハレやイエナで学び、 オラ ンダやイギリ ス、 フラ ンスも訪れていた。 
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と く に ドイ ツのハレでは、 ドイ ツ人哲学者と して名高いク リスチャ ン・ ウ' ォルフや、
法学の礎を築いたク リ スチャ ン・ トマジウスらと交わり、 ドイ ツ啓蒙主義の影響を受
けていた('4)。 ちなみにハレは、 大領邦へと成長途上にあったプロイ セ ン王国の学府
と して、1720年代末からカメ ラ リ スムスを発展させる地である('5)。 また同時にハレ
は、 ルタ一派の信仰復興運動たる敬虔主義の拠点と しても知られるが、 敬虔主義が
1730年代のデンマーク王室とその社会政策に絶大な影響を及ぼしていたことも看過し
てはいけない。 ここでは詳述しないが、 ド ットの論文に見られる倫理観や臣民福祉へ
の配慮は、 そう した観点を含めて理解する必要がある。
前述の通り、 ド ットの論文の内容は理論分析や体系を求めるものではなく、 王国の
行政、 財政、 経済など多岐にわたる政策提唱を総合的なかたちで行っている点など、
カメ ラリスムスの特徴をよく示す例であることは確かであろう。 しかし近年では、18 
世紀のデンマークにおける重商主義政策のと らえ方と して、 ドイツ的展開より もむし
ろイギリ ス、 フラ ンスなど西欧先進諸国の方向性との近似が指摘されている('6)。 18 
世紀後半にむけて、 オラ ンダ商業帝国をしのぐほどに経済力を増大させたイギリスと
フラ ンスの存在が、 デンマークの商業政策を左右したのは事実であり、 そういった観
点で西欧型重商主義の一部とみなすことはできよう。 しかし、 ドイツとの接点や共通




に相対化されたデンマークの立場を描写するものと と らえ られるのである。 
2 . オッ トー ・ ドッ トの政策論
ド ットによる 『商業の現状と成長についての控えめなる考察』 の内容は、 「第1 章 : 
農業および原料生産について、 第2 章 : 製造業について、 第3 章 : 商業について」 と
いう3 章で構成される('7)。 その序においてド ットは、 「農業生産者と実直な都市民の
生産力を両腕のごと く もってはじめて商業は成り立ち、 良識ある商業を魂のごと く し
てはじめて良質な生産品や製造品は本来の利潤をもたらすことができる」 <172頁> 
と断言する。 第3 章の冒頭においても、 「商業は農業生産と手工業生産という両輸の
働きを加速させる」 ものであり、 余剩産品があっても商業力がなければ、 ポーラ ンド
の例のように国は富まないという く194頁>。
すでに述べたが1730年代は当初から、 と く にオラ ンダ市場における穀物価格の急落
が深刻な影響をもたらし、 加えて不作や家畜ペストの流行などが農村社会をおそった
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農業危機の時代となった。 1730年に即位した国王クリスチャン6 世は、 農村経済の立
て直しを日的に 「土地緊縛制度」 を33年に導入し、 地主層の求める安価な労働力が確
保されるよう、 農業労働者の移動を厳しく禁じた。 ド ット も、 第1 章において農民の
窮状を深刻に受けとめており、 貧農の生活向上に向けての最も有効な政策は税の引き





する < 177頁> 。 天然資源に恵まれるノルウェーから鉄と木材をデンマークが独占的




ド ットは続けて、 農業生産の人的不足を補う外国人移民の促進、 耕地の開墾や製造
業にもつながる麻の増産、 牧畜の改善など、 あらゆる農業生産部門についての言及を
行い、 外国の産品や製造品の国内における消費状況を検討する <177 -179頁> 。 その
上で再び、 ノルウェーの資源や産品について細かな分析を示している。 とく に、 将来
より多様な鉱山資源の開発が期待されること、 木材価格の維持のために森林資源の有
効な管理や生産体制の改善が必要であること、 漁獲産品に恵まれてはいるが以前より
収益が見込めないこと、 さ らにはハンザの拠点と して栄えたべルゲンが衰退状況にあ
るこ となど、 実に詳細に述べている<181-182頁> 。 そのことは明らかに、 王国の一 
部と してノルウェーがどれほど経済的に重要な存在であったかを示している。
また、 ちよう ど1733年から特権貿易会社と してアイスラ ンド会社が再建されていた
こともあり、 漁獲産品の取引が以前より改善されていることが述べられている <182 
頁> 。 アイ スラ ンドおよび北大西洋上のフ ェロー諸島は古来デンマークの支配下に属
していたが、 アイ スラ ンド貿易は17世紀初頭までハンザ力支配していた。 そう した外
国勢力を排して独占的な取引を行うために、 重商主義時代の開始期となる1619年にア
イスランド会社が設立されていた。 会社による貿易は常に経営状態が悪く、18世紀を
迎えても大きな利益をあげるこ とはあまりなかった。 それにもかかわらず、 北大西洋
の商業支配を実質的なものとするために、 政府の監督と援助のもとで、 首都コペンハー
ゲンの商船が中心にな ってアイ スラ ン ド貿易は継続された('9)。 ノ ルウ ェー、 アイ ス
ラ ンド、 フ ェロー諸島、 さ らには1721年以降植民地となるグリー ンラ ンドは、 デンマー 
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クが領有権を維持するためにその経済状況に責任をもつべき支配領であった。 ド ット
が、 アイ スラ ンドの硫黄やフ ェロー諸島の石炭など、 あまり日立たない産品の商品価
値にまで言及するのは、 商取引が不可欠な支配領にあって可能な限りの利益拡大を追
求したためであろう く182-184頁>。
ド ットにと って、 王国領内での生産業を保護する有効な方策とはすなわち、 自国に
有利な商業活動の促進であった。 彼は第1 章の末尾で、 他国の中継貿易や商船を介さ
ずに、 自国商船による直接的な取引が重要であることを強調している。 その中でとく
に注日されるのは、 自国商品の消費相手から必要商品を購入するという最も望ましい





べ、 抜本的な政策の提唱は少なく、 内容もかなり消極的な感がある。 通常、 原材料よ
り もその加工品のほうがはるかに大きな利潤を生むのだから、 外国から技術者や労働
者を雇ってでも工場での製造業を推進するべきである。 そのためにド ットは、 人々に
その実利を説き、 織物業から造船業まで、 デンマークの地方都市においても期待でき
るいく つかの製造業を興していく べきだと して、 指針を示しているのである <188
189頁> 。 しかし18世紀中、 デンマークでは殖産興業の政策は首都でも大した成果を
みせず、 地方都市においてはほとんど実を結ばなかった(2°)。
次に、 商業活動全般にわたる詳細な言及がみられる第3 章に移る。 都市部の発展と
いう観点からは、 と く に首都コペンハーゲンとその他の地方都市では格差が大き く、
地方都市の商業活動も18世紀前半は低い水準にと どま っていた(2')。 王国の商船輸送
において首都とノ ルウェーの商船が概ね全体の3 分の 2 を占める状況では、 ド ットの
政策論がコペンハーゲン商業に重点を置く のも当然であろう。 また、 大北方戦争後の
1720年代には、 塩や酒類、 タバコといった主要な商品をコペンハーゲンで独占的に取
引することが規定されるなど、 首都の一極化政策が進んでいた。
ド ットはまず、 自国の商人が資金や情報を十分にもたず、 商人家系としても貧弱で、
外国での人脈や仲介者がいないなどといった不利な状況を顧み、 その状況を改善する
ための方策を考える。 とく に資金不足の克服には、 貸し付け制度の見直しや資金流出
の抑止を強調する< 196 199頁> 。 そのうえで、 商業の伸展には海運業の整備が欠か





貿易業の振興にむけたド ットの言及は、 関税の優遇、 為替など金融部門の安定、 さ
らには都市生活の健全化にまで及んでいる<205-208頁> 。 そうした言及の後で、 ク
リスチャン4 世以来の商業政策を十分な成果へと引き継ぐにはどのような改善策が必
要か、 貿易相手の国や地域別に具体的に検討している。 アジア、 西イ ンド、 スペイ ン、
フラ ンス、 イギリス、 オラ ンダ、 ドイ ツ、 バルト海地方という8 つの貿易相手を対象
に、 それぞれについて現状の把握と改善策への指針を表明する。 その具体的内容は以









はなく、 あく まで国家産業の振興に合致する必要があり、 それゆえ製造業の原料取引
が有利になることを最優先課題としていた。 第3 章の締めく く りで、 ド ットは再び製
造業の振興がいかに多難であるかを述べ、 それゆえにより強力な主導力が必要である
と訴えている < 215 216頁> 。 製造業への投資資本に窮する当時のデンマークにおい
て、 海運や貿易の伸展によって利益を増加させること と、 外国商品を締め出すような
国内消費の抑制の他には、 まずもって可能な政策は無かったといえる。 それゆえ、 デ
ンマークは執拗なまでに海上貿易の拡大を模索し、 自国保護の極端な関税政策や輸入
禁止政策を続けていく こ とになるのである(22)。 
3 . ドッ トの政策論と国際商業
前述のとおり、 ド ットが話題にした8 つの貿易相手先を見ると、 デンマークのよう
な規模の小さな商業後進国にと っては驚く ほど、 その国際商業は広範で多岐にわたっ
ているこ とがわかる。
まずアジアと西イ ンドであるが、 高額な経費が要求される植民地貿易であるにもか
かわらず、 すでに17世紀中から開拓されている。 アジア貿易には、 イギリ ス、 オラ ン
ダの例に倣って1616年に 「束イ ンド会社」 を設立させ、 アフリカ ・ ギニア湾との取引
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をも含む西イ ンド貿易には、 ドイツ系商人による1656年の 「アフリカ会社」 に引き継
いで、1671年に 「西イ ンド ・ ギニア会社」 を設立させていた。 それら特権会社は、 貿
易の独占権を与えられた株式会社であり、 多額の資本金を集めて植民地や要塞の建設、
運営に従事した。 しかし、 両方とも経営は困難を極めており、 特権会社も幾たびか再
建を試みられた(23)。 そのよ う な経緯のなか、1732年には新たに中国貿易までも従事
するこ とになった 「アジア会社」 が設立されたり、 翌年には肥沃な耕作地をもつカリ
フ海のサンド ・ クロワ島を買い受けるなど、 植民地との商業活動も新たな局面を迎え
ていた。 その状況を受けて、 ド ット も今後のさらなる成長に大きな期待を寄せている。 
と く にアジア貿易は莫大な利益を生むと見込んでおり、 そのためにも何より資金不足
の解消を訴えている<209 210頁> 。
次にスペイ ンと フラ ンスである。 スペイ ンからはバルト海方面への重要な商品であ
る塩、 そしてフラ ンスからはワイ ン、 ブラ ンデイーや精製塩その他が輸出されるが、
オラ ンダやイギリ スの方がそれらを安価で売るこ とができるという。 デンマークは価
格競争で不利になるわけだが、 その状態を打開する唯一の方策は、 自国商船もバラス
トで (空荷で) 当地へ向かうのではなく、 スペイ ンやフランスで需要のある商品を輸
送し、 貿易差額を減少させることである。 西南欧で需要がある商品といえばバルト海
地方物産やノルウェー産の木材や鉄などであるが、 それらの売り上げによ って西南欧
物産の売値をより低く することが可能になると、 ド ットは主張する<210 211頁> 。
そのようにデンマーク商船が対等な取引を望むこ とができる貿易先とは違って、 イ
ギリ スやオラ ンダは様々な物品の重要な供給地であっても、 デンマークに対する需要
はほとんど見込めない貿易先である。 それらは、 デンマークより も有利な海運業を営
んでおり、 従来よりノルウェーとも直接に取引関係を結んでいる国でもある。 ただ、
オラ ンダに関して ド ッ トは、 そのノ ルウェーへの依存傾向を指摘する<212頁> 。 ノ
ルウェー産品と同等な商品をオラ ンダはリー ガやレウ' ァルというバルト海東部でも十
分に調達できるが、 ノルウェーに航行するよりも3 倍以上も経費がかかり、 危険も伴
う という。 つまり、 オラ ンダにと ってノルウェーはバルト海地方と対をなす貿易ポイ
ント であると考え られよ う(24)。
最後に、 ハンザ都市であったリ ューベ ック、 ハンブルク ら北部 ドイ ツとバルト海地
方である。 旧ハンザ都市は、 デンマークにと ってはアジア物産や魚類の市場であり、
織物製品などの供給地であった。 同じく アジア物産や魚類の輸出先であるバルト海地
方はしかし、 北部ドイツ諸都市とは違ってデンマークの国際商業には欠く ことの出来
ない貿易相手であった。 すでに見てきたとおり ト ットは、 オラ ンダやイギリスのよう
にバルト海地方からの物産を輸送するこ との重要性に何度も触れていた。 穀物、 麻な
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どの織物の原料、 そして木材のような建築資材の供給地であり、 同時にあらゆる造船
資材の供給地でもあった同地方は、 ヨーロ ッパ国際商業の基盤となっており、 その輸
送に参入できれば、 デンマークのような後進国にも大きな利益が期待できた。 しかし
ド ットは、 オラ ンダやイギリスと競合してバルト海物産を西南欧へ輸送する貿易への
参入が、 現実には非常に困難であると考える<213頁>。 それより もむしろ、 コペン
ハーゲンがバルト海の玄関口に位置するという地理的条件を利用して、 中継貿易拠点、
つまりステー プル市場を形成することの方がデンマークにと っては有利である、 と彼
は考えたのである。 もちろんその計画も、 実現には困難をと もなうであろうが、 スウェー
デンやロ シアの協力も引き出して、 オラ ンダの商業力をバルト海から退けよう という
戦略まで展開し、 大胆ともいえる積極的な政策を求めていることは注日に値する <21 
4頁> 。
ド ットは続けて、 そうした政策を実際に軌道にのせるには多額の資金が必要であり、
それには組織的な結束が有効であるから、 イギリ スに見られるよ う な商人協会が求め
られると述べる。 彼の提言は後に議論を呼び、 好景気にむかう1742年、 実際にデンマー




る者は少なく なかったであろ うが、 それが全体的にどのよ うな仕組みになっているの
かを把握している人物は限られていたはずである。 そのよ うな人物の一人であるド ッ
トは、 国際商業をめく゛る商品の流通状況や収支バラ ンスが毎年どのように推移してい
るかを詳しく調べることが大切であると記す く214頁> 。 さらに、 為替など金融部門
の動向を見極めるなど、 専門的な分析の必要性も指摘する。 彼自身が長官となった17 
35年の商務省は、 そうした問題の専門機関であり、 翌年国内に初めて設立された民営
の発券銀行も商務省の監督下にあった(26)。
ド ットの書は、 経済危機の時代にあって、 それまでにないより体系的で有効な経済
政策を提唱するもので、 そう した明確な指針が、 その後のデンマーク重商主義路線を
決定づけたことの意義は大きい。 富国の道を正しく探ることは、 国際関係の中で自国







マークの国際商業は、 北大西洋、 バルト海から、 地中海に至るヨーロ ッパ近海へ、 さ
らにアフリカを含む西イ ンド、 束イ ンドの諸海へと、 帝国的足がかりをもとに成長し
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